
＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．農林水産事業者向け業務補給金  9,911百万円
      物価高騰等の影響を受けた農業者等の資金繰りを支援するため、（株）日本
政策金融公庫が長期・低利の資金融通を行うに当たり、必要となる政策コスト
（貸倒引当金）について、必要額を（株）日本政策金融公庫に交付します。

２．農業信用保証保険支援総合事業                                      45百万円     
   物価高騰等の影響を受けた農業者等の資金繰りに必要となる農業経営負担軽
減支援資金等の借入れについて、農業信用基金協会による実質無担保・無保証
人での債務保証の引受けに当たって（独）農林漁業信用基金の財務基盤を強
化するための交付金を交付します。

物価高騰等の影響緩和に係る金融支援対策

＜対策のポイント＞
   物価高騰等の影響を受けた農業者等が円滑な資金の融通を受けられるよう、（株）日本政策金融公庫及び（独）農林漁業信用基金に必要な経費を
交付します。

＜事業目標＞
物価高騰等の影響を受けた農業者等に対する資金調達の円滑化

【令和５年度補正予算額 9,956百万円】

［お問い合わせ先］ 経営局金融調整課（03-3501-3726）
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＜事業の流れ＞
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